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新たな公共私の連携－地域の発意に基づくソーシャル・ビジネス－

地域人材を生かすソーシャルビジネス
～人材育成・活用と組織活性化の視点から～

神奈川大学人間科学部教授 齊藤 ゆか

本稿は、ソーシャルな活動に取り組む地域人材を参画に誘う仕組みを検討した。注目すべきは、地域

に関心や意欲はあるが実際には活動していない「潜在的ボランティア」層である。「潜在層」は市民一人

ひとりであり、組織に属さない個の集合体である。個と組織が行き交うことで、表面にあらわれない活

動層の増員が期待できる。そのスモールスップとして、まずボランティアに関心や意欲を持つ市民のよ

き理解者になること、次に地域の未来の姿を展望した中長期的な人材育成、さらに個（市民）と組織

（NPO・行政）が相互に学び合う共感的な関係づくりと「つなぎ」の仕組み等が希求される。今後は、一

人ひとりの個性や生き方を大切にするエンパワメント支援が重要となるだろう。

1 はじめに ～市民活動をいかに育み、持

続させるか～

本稿の目的は、地域でソーシャルビジネス

に取組む NPO法人等が事業運営の担い手を

いかにして確保していくべきか、地域人材を参

加・参画に誘う仕組みを提起することにある。

ソーシャルビジネス（Social Business）と

は、自然環境、貧困、障害、高齢化、子育て

支援などのさまざまな社会的課題を市場とし

てとらえ、持続可能な経済活動を通して問題

解決に取り組む事業を指す（経済産業省

2008）。このような社会的課題の解決を目的

に事業を展開する組織や企業を社会的企業

（ソーシャルベンチャー：Social Venture）と

呼ぶ。有償か無償かの働き方に言及はなく、

幅広い定義を持っている。

そこで、筆者は、有償・無償を問わず、地

域の課題解決のために活動する市民（＝ボラ

ンティア）のソーシャルな活動に着目した

い。その理由は、市民の多くは「地域や社会

をよりよくしたい」など仕事以外の働き甲斐

を望んでいるからである。それは、内閣府

（2020）世論調査で「何か社会のために役立ち

たい」と「思っている」層が 63.6％もいると

の結果からもいえる。ここで注目すべきは、

50 代男性（70.5％）が最も高い社会貢献意識

を持っていることである。その一方、70 歳以

上になると、貢献意識は 54.2％と一気に下降

する。

一般にソーシャルビジネスを興す革新的な
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きる。特に創業者がいない地方自治体には

CPOを中心に哲学を主体とする経営に転換

することが求められる。

（2）社会指向型地域企業の必要性

最後にソーシャルビジネスと類似する社会

指向型の企業について説明する。先にも触れ

たようにソーシャルビジネスを支援するのみ

では十分ではない。なぜならソーシャルビジ

ネスは、市場から零れ落ちた、つまり現代の

市場に馴染まないゆえに問題として顕在化し

ているので、それを再度市場で解決するには

困難が伴い、地域単位で見るとそれほど多く

のソーシャルビジネスが台頭しているわけで

はない。そこで、地域の企業に社会的指向を

持ってもらい、量的にも質的にも社会的課題

の解決者を増やす必要がある。加えてこれ以

上社会的課題を生まない経営の導入は SDGs

や OI2.0 を前提となる時代に企業にとって

必須であり、ソーシャルビジネス支援である

と同時に企業支援にもなり、一挙両得の支援

でもある。

京都市においてはそれらを「四方よし」の

ビジネスと定義し、認証を進めている。四方

よしとは、売り手よし、買い手よし、世間よ

しに、未来よしを加えたものである。具体的

には、経営哲学を多様な利害関係者の未来に

配慮したビジョンを持ち、他者を蹴落とすよ

うな競争ではなく、多様な利害関係者との共

創を基本とするような経営スタイルを指す。

このタイプと社会的課題の関係は、社会的課

題の解決はもちろん、社会的課題をそもそも

生まないような経営を実行する企業で、ソー

シャルビジネスとも近い目的を持った存在で

ある。このタイプはこれまでの利潤の最大化

を目的とした経済基本主義型企業とは正反対

の企業と理解いただければよい。

さらにこのような企業は、社会的課題の解

決のみならず、若者が働きたい企業であった

り、地域の文化を牽引する存在であったり、

多様な役割を持つようになっている。事例と

しては、島根県大田市の中村ブレイス（株）9

で、雇用の増による地域の人口増や古民家再

生などで貢献し、地域になくてはならない企

業となっている。

このようなタイプの企業が増えていけば自

ずと地域の社会的課題は減少していくことは

もちろん、経済的にも地域に貢献する。そし

て、このような企業の増加は、ソーシャルビ

ジネスが地域で認知されることにもつなが

り、ソーシャルビジネスを側面支援すること

になっていく。

おわりに

本稿では理論をベースにした実際のソー

シャルビジネス支援を説明し、公共経営と新

たな企業の支援にも触れた。今後未知の世界

を力強く開拓していくためには民間組織との

協働なくしてはあり得ない。多くの方は「次

世代に素敵な未来を残したい」という思いを

持っておられると考え、本稿では忌憚のない

意見を述べさせていただいた。真に地方の時

代になることを望む。
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な作業を伴う活動が挙げられた。こうした地

域課題に向き合う例として、埼玉県の「地域

支え合いの仕組み」は参考になる。

第四に、地域での社会参加にあたり、「地縁

組織の弱体化」だけでなく、「コアとなる人材

がみつからない」「地域の活動家が後期高齢

や要支援になる」など課題が山積しているこ

と。2016 年研究会のWSでは、「社会貢献意

識は高いが、アクションに結び付かない」「子

育て世代が地域に関与してこない」「世代間に

つながることは簡単ではない」など、丁寧な

コーディネートの必要性が指摘されたが、新

たな地域人材を獲得するには至っていない。

そこで、これからどのような市民を対象に

していけばよいかについて検討してみたい。

（2）「潜在的ボランティア」を考えよう

これまで市民活動等における地域人材は、

「活動する人」か「活動しない人」かの二者で

考えられていた。「活動する人（参加層・参画

層）」は、ボランティアに対して意義を感じ何

らかの活動を行う顕在層である。一方、「活

動しない人」はボランティアに対する「無関

心層」か「非参加層」（活動経験者も含む）か、

である。

しかし、その中間に位置する、有力な地域

人材として考え得るのが「潜在的ボランティ

ア」の存在である（図1）。「潜在的ボランティ

ア」とは、関心や意欲はあるが実際には活動

していない者である。ボランティア行動者層

と社会貢献意識を持つ層とで単純比較はでき

ないが、社会貢献意識はあるがボランティア

行動には表れてない「潜在的ボランティア」
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注：筆者作成。

図1 「潜在的ボランティア」を参加・参画へ誘う
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リーダーは、何らかの「きっかけ」と強い

「パッション」を持って行動している。しか

し、多くはそうはなれない現実がある。本稿

で取り上げる地域人材は、身近にいる素朴な

市民を指す。彼らの活動の目的が、収益を上

げることではなく、定年後及び現役世代に

とっての生きがいや働き甲斐につながる可能

性を感じ取ることができる。

本稿は、次のように構成した。まず、市民

活動をめぐる共通の地域課題を把握したうえ

で、地域人材の扱いについて論じる。次に、

地域人材をいかに参加・参画に誘うかについ

て、人材の特性と組織活性化の視点に注目し

たい。最後に、個と組織が相互に行き交う仕

組みづくりを考えることにしたい。

2 市民活動をめぐる共通の地域課題

地域の活動現場においては、「活動の担い

手不足」「担い手の固定化や高齢化」などが喫

急の課題とされている。そこで、地域課題を

解決する糸口を見出すことからはじめたい。

（1）市民活動をめぐる共通の地域課題

～理想とする地域モデルと現実との狭

間で～

これまで、筆者は多くの生涯学習機関で地

域人材に関わる職員研修を担当してきた。そ

こで得られた調査結果（齊藤 2017、2018）か

ら、まず共通の地域課題を明らかにしよう。

第一に、「住民がつながる」「住民の自治力

を高める」方策に対して、発展的な活動につ

ながっていないことがあげられる。S市公民

館関係者（348 人）を対象とした 2016 年調査

によれば、公共機能の必要性を認識する一

方、機能を活性化させる方策や未来像が描け

ていないことを課題として提起した（齊藤

2017）。

第二に、市民の社会参加をスローガンとし

て掲げられているものの、行政と市民との見

解に相違があることである。K県で社会教育

関係者に職員研修を行った際に、「地域デ

ビュー（地域参加）に関する市民と行政の思

い」について、約9割が「一致していない」と

回答した。その課題とは、次の通りである。

1）地域参加を促したい行政担当者と市民

とに温度差があること。

2）行政政策（「地域の人材不足」「予算の

縮小」を解消するなど）が優先され、

市民の素朴な願い（「楽しく」「健康に」

「人とのつながり」「役に立ちたい」）と

にズレが生じていること。

3）「地域デビュー」講座は「地域づくり」

「地域活性化」が前提であるため、市民

一人ひとりの声を反映したプログラム

になり難いこと。

第三に、市民の「やりたい」活動と「依頼

したい」活動とのミスマッチが生じしている

ことである。相模原市相模台地区社会福祉協

議（2015）による調査では、市民の約 10％は

地域の「活動ができる」と回答した。希望す

る活動順に、「日中の話し相手」「ゴミ出し」

「買い物の付き添い」「散歩の付き添い」「本の

読み書き聞かせ」「技術を生かした指導」「自

治会が開催するイベントの協力」、「買い物」

など、日常的な簡易な活動が挙げられた。一

方、「依頼したいこと」として、「草むしり・植

木の手入れ」「雪かき」「粗大ごみ出し」「照明

等の取り換え」「窓ふき」など、力仕事や困難
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することによって、そこに参加する市民一人

一人が市民としての意識を高め、成長してい

くこと」を指している。したがって、NPO

には、「市民と社会をつなぐ受け皿として、社

会参加の手助けをする役割」がある。

筆者のこれまでのボランティア研修の経験

から、NPO運営者が「市民ボランティアを

受け入れるための必要条件」について、次の

①～⑫の 12 項目（表2）を挙げたい。

以上から NPO運営者は、活動を通じて一

人ひとりが成長できる社会参加・参画の機会

づくりなどの工夫がなされている。この共通

点とは「人」づくりである。市民をソーシャ

ルな参加に導くためには、人材の特性を捉え

ることが重要である。

第一に、「市民の思いや願い」（③）を大事

にすることである。図2のような、「つなが

りたい」「変えたい「応援したい」」「伝えたい」

などの市民の素朴な気持ちは、NPO創業時

のメンバーの初心の気持ちと重なる。この思

いを再認識することで、NPO事業への新た

なパッションにつながる可能性がある。

第二に、ボランティアの特徴や固有ニーズ

を年代・属性別に捉えること（④）である。各

年齢（若年層、中年層＜独身層・子育て層＞、

高齢層）の当事者から聞き取った内容を示し

ておきたい（齊藤 2018）。

まず若年層は、手探りで自分探しをする時
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注：齊藤（2018）より作成。

表2 市民ボランティアを受け入れるための必要条件

□ボランティアを改めて知る機会を設定する
① NPOにおけるボランティアの必要性を認識する。
②運営者もボランタリズムや市民性を育む研修の機会をもつ。＊
□ボランティアの思いや願いに寄り添う
③ボランティアの思いや願いを理解し、寄り添った言動をする。
④ボランティアの特徴やニーズについて性別・年代等の属性に応じた把握をする。＊
□ボランティアを活かすプログラムを作成する
⑤ NPOの理念や活動内容をオープンにして、ボランティアに興味関心を持たせる。
⑥事業運営を行う上でボランティアを生かすプログラムを作成する。＊
⑦多様なボランティアを受入れる体制づくりと体験型活動の募集を定期的に行う＊。
□ボランティアとの対話とリフレクションをする
⑧ボランティアと気軽に対話できる場づくりと出入り自由な活動をする。＊
⑨ボランティアに対して感謝の気持ちを伝え、士気を高める工夫をする。
⑩ボランティアの素朴な願いや気持ちを受け止め、新たな活動に生かそうとする。
□ボランティアの貢献内容を見える化し、伝える工夫をする
⑪ボランティア一人ひとりが、活動を通じてどの程度のやりがいや楽しさを感じながら、自
己成長をしているか、社会的課題に気づいているか、見える化する。
⑫ボランティアの活動成果の内容を記録・評価し、伝える工夫をする。＊
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層（潜在層と略）は一定数存在していること

が推測される。本稿は、社会貢献意識とボラ

ンティア行動のズレに注目している。なぜな

ら、こうした「潜在的ボランティア」は、新

たな活動に参加・参画する可能性が高いから

である。これらは、これからのボランティア

の参加形態に大きな影響を与えることが推察

できる。

3 「潜在的ボランティア」の参加を誘う仕

組みとは

そもそも NPO に「参加する」とは何か。

例えば、NPOの「会員になる」「寄付をする」

「活動に参加する」「運営に参画する」「理事に

なる」「新しい組織・事業を創る」など様々な

参加スタイルがある。ここでは「潜在的ボラ

ンティア」を参加に誘う仕組みを考えたい。

（1）事業に忙殺されるNPO運営者

NPO 運営者は、活動を立ち上げる当初、

強いパッションと仲間意識を持ってボランタ

リーな活動に取組んできた。その際、NPO

運営で欠かせないのは、「ボランティア」や

「寄付」など、個人の思いや願いに基づく自

発的な参加促進である。しかし、時間の経過

とともに、事業が拡張し、補助金や助成金の

獲得、事業運営とその成果の報告に忙殺され

る年度サイクルを送ることになる。また、指

定管理者制度の導入により、行政の仕事の一

端を NPO が担うようになった結果、NPO

運営者はボランティア（無償労働）から有償

労働へと常態化した。現在のスタッフ（有償

労働）の多くは創業期とは異なるメンバーで

運営され、NPO理念に共感しているとは限

らないものも混在してきている。

その結果、NPO運営の事業成果が最優先

され、効率化が求められるが故に、新規のボ

ランティアを受け入れる余力を持たない

NPOが増えているのではないだろうか。そ

のことが、「ボランティアはあてにならない」

「ボランティアは継続しない」「ボランティア

相手は面倒」などのボランティア不要論の要

因となっていると考えられる。では、NPO

運営者は市民活動をいかに育み、持続してい

けばよいのだろうか。

（2）NPO運営者が市民をボランティアと

して受け入れる条件

言論 NPO（2010）では「エクセレント

NPO」とは何かを問い続け、基本条件として

「市民性」「社会変革性」「組織安定性」の 33

の評価基準を設定した（表1）。このうち、本

稿に関連しているのは「市民性」である。「市

民性」とは、「市民に対して広く参加の機会を

提供し、NPOの取り組む問題を市民と共有
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表1 エクセレントNPOの評価基準

注：言論NPO（2010：47 － 49）に基づき筆者作成。
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することによって、そこに参加する市民一人

一人が市民としての意識を高め、成長してい

くこと」を指している。したがって、NPO

には、「市民と社会をつなぐ受け皿として、社

会参加の手助けをする役割」がある。

筆者のこれまでのボランティア研修の経験

から、NPO運営者が「市民ボランティアを

受け入れるための必要条件」について、次の

①～⑫の 12 項目（表2）を挙げたい。

以上から NPO運営者は、活動を通じて一

人ひとりが成長できる社会参加・参画の機会

づくりなどの工夫がなされている。この共通

点とは「人」づくりである。市民をソーシャ

ルな参加に導くためには、人材の特性を捉え

ることが重要である。

第一に、「市民の思いや願い」（③）を大事

にすることである。図2のような、「つなが

りたい」「変えたい「応援したい」」「伝えたい」

などの市民の素朴な気持ちは、NPO創業時

のメンバーの初心の気持ちと重なる。この思

いを再認識することで、NPO事業への新た

なパッションにつながる可能性がある。

第二に、ボランティアの特徴や固有ニーズ

を年代・属性別に捉えること（④）である。各

年齢（若年層、中年層＜独身層・子育て層＞、

高齢層）の当事者から聞き取った内容を示し

ておきたい（齊藤 2018）。

まず若年層は、手探りで自分探しをする時
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注：齊藤（2018）より作成。

表2 市民ボランティアを受け入れるための必要条件

□ボランティアを改めて知る機会を設定する
① NPOにおけるボランティアの必要性を認識する。
②運営者もボランタリズムや市民性を育む研修の機会をもつ。＊
□ボランティアの思いや願いに寄り添う
③ボランティアの思いや願いを理解し、寄り添った言動をする。
④ボランティアの特徴やニーズについて性別・年代等の属性に応じた把握をする。＊
□ボランティアを活かすプログラムを作成する
⑤ NPOの理念や活動内容をオープンにして、ボランティアに興味関心を持たせる。
⑥事業運営を行う上でボランティアを生かすプログラムを作成する。＊
⑦多様なボランティアを受入れる体制づくりと体験型活動の募集を定期的に行う＊。
□ボランティアとの対話とリフレクションをする
⑧ボランティアと気軽に対話できる場づくりと出入り自由な活動をする。＊
⑨ボランティアに対して感謝の気持ちを伝え、士気を高める工夫をする。
⑩ボランティアの素朴な願いや気持ちを受け止め、新たな活動に生かそうとする。
□ボランティアの貢献内容を見える化し、伝える工夫をする
⑪ボランティア一人ひとりが、活動を通じてどの程度のやりがいや楽しさを感じながら、自
己成長をしているか、社会的課題に気づいているか、見える化する。
⑫ボランティアの活動成果の内容を記録・評価し、伝える工夫をする。＊
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層（潜在層と略）は一定数存在していること

が推測される。本稿は、社会貢献意識とボラ

ンティア行動のズレに注目している。なぜな

ら、こうした「潜在的ボランティア」は、新

たな活動に参加・参画する可能性が高いから

である。これらは、これからのボランティア

の参加形態に大きな影響を与えることが推察

できる。

3 「潜在的ボランティア」の参加を誘う仕

組みとは

そもそも NPO に「参加する」とは何か。

例えば、NPOの「会員になる」「寄付をする」

「活動に参加する」「運営に参画する」「理事に

なる」「新しい組織・事業を創る」など様々な

参加スタイルがある。ここでは「潜在的ボラ

ンティア」を参加に誘う仕組みを考えたい。

（1）事業に忙殺されるNPO運営者

NPO 運営者は、活動を立ち上げる当初、

強いパッションと仲間意識を持ってボランタ

リーな活動に取組んできた。その際、NPO

運営で欠かせないのは、「ボランティア」や

「寄付」など、個人の思いや願いに基づく自

発的な参加促進である。しかし、時間の経過

とともに、事業が拡張し、補助金や助成金の

獲得、事業運営とその成果の報告に忙殺され

る年度サイクルを送ることになる。また、指

定管理者制度の導入により、行政の仕事の一

端を NPO が担うようになった結果、NPO

運営者はボランティア（無償労働）から有償

労働へと常態化した。現在のスタッフ（有償

労働）の多くは創業期とは異なるメンバーで

運営され、NPO理念に共感しているとは限

らないものも混在してきている。

その結果、NPO運営の事業成果が最優先

され、効率化が求められるが故に、新規のボ

ランティアを受け入れる余力を持たない

NPOが増えているのではないだろうか。そ

のことが、「ボランティアはあてにならない」

「ボランティアは継続しない」「ボランティア

相手は面倒」などのボランティア不要論の要

因となっていると考えられる。では、NPO

運営者は市民活動をいかに育み、持続してい

けばよいのだろうか。

（2）NPO運営者が市民をボランティアと

して受け入れる条件

言論 NPO（2010）では「エクセレント

NPO」とは何かを問い続け、基本条件として

「市民性」「社会変革性」「組織安定性」の 33

の評価基準を設定した（表1）。このうち、本

稿に関連しているのは「市民性」である。「市

民性」とは、「市民に対して広く参加の機会を

提供し、NPOの取り組む問題を市民と共有
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表1 エクセレントNPOの評価基準

注：言論NPO（2010：47 － 49）に基づき筆者作成。
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2）のうち、行政が NPOに対して協力でき

る項目に＊を付けてみた。行政ができる具体

案として、次の例が考えられる。

1）NPO運営者が集まり、改めてボラン

ティアの意味や意義を考える研修の機

会を設定する。→②

2）市民にどんなボランティアニーズがあ

り、どんな活動を希望しているのかの

情報を収集し、提供する。→④

3）NPO事業の中でボランティアが体験

型で参加・参画できるプログラム設計

とボランティア人材を育成する→⑥⑦

4）NPO運営者とボランティアとが気軽

に対話できる場を設定する。→⑧

5）NPO事業に参加・参画するボランティ

アの活躍場面を見える化し、NPO・ボ

ランティア双方にとっての効果を検証

する。→⑪⑫

このように、行政は NPOに対して外側か

ら協力することで、ボランティアに関心はあ

るが参加できていない「潜在的ボランティア

層」を発掘し、新規ボランティアの活躍の場

を提供することができる。

では、市民が NPO等にボランティアとし

て参加・参画することは、行政にとってどの

ようなメリットがあるのだろうか。一言でい

えば、「いいまち」づくりに貢献できることだ。

例えば、市民が「いいまちとは何か？」「住

み続けたいまち」を語るとき、生活の利便性

や公共施設の充実、街並みの美しさなど環境

整備（ハード面）を挙げるだろう。そのほか

「いいまち」の要素として、「安心して子育て

できる」「地域行事の楽しみがある」「面白い

学びと活動に挑戦できる」「地域の人との交

流ができる」「他愛のないおしゃべりができ

る」「頼りになる人がいる」「ちょっとした助

け合いがある」などが語られる。こうしたソ

フト面も充実すれば、確実に「地域ファン」

を増やし、「地域ブランド力」を高めることが

できる。

つまり、「いいまち」づくりに NPOが活動

力を発揮し、ボランティアに関心を持つ市民

を受け入れる条件や環境が整えば、市民の地

域への愛着、世代を越えた交流と仲間、新し

い挑戦と自己実現、暮らしの快適さや安心で

きる「いいまち」に大きな貢献ができるので

ある。

（4）NPO運営者とボランティアの心地よ

い「ほどほど関係」

しかし、NPO運営者はボランティアに対

して過大な力量と負担を要求するのではな

く、NPO運営者とボランティアは、むしろ

「ほどほど関係」の方が心地よいと思われる。

一方、行政は、市民がボランティア・NPOの

活動体験ができる、自由に参加・参画できる

環境や体制づくりの強化が求められる。その

際、その体験が、子どもや若者だけでなく、

大人（高齢者等を含む）も参加できれば、さ

らに活動層の年齢幅も拡がると思われる。

NPO運営者は、市民の素朴な思いや願い

を受け止めて条件さえ整えば、市民の「～し

てみたい」というニーズやアイディアをもっ

と活用すべきである。NPO運営者とボラン

ティアとの出会いによって、活動の初心にか

えったり、NPOに新たな風を吹き込んだり

など、活動内容の質を変容させることが期待

できる。ボランティアとの交流を超えて、
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期でもある。多くの異質な出会いや多様な経

験を求めているため、短期の体験型ボラン

ティアが向くであろう。活動は、若年層に

とって学びの場であり、人生の通過点に過ぎ

ない。活動経験が豊かになれば、自信を確か

なものにできる。また、彼らは未熟であるが

故に、受け入れ先でも負担がかかることは当

然のことと認識すべきである。

次に中年層は、不透明な社会で働く多忙な

時期を生きている。中年層においては、性・

既婚・子持ちの有無によっても生活スタイル

が異なる。しかし、多くは仕事や家庭とは異

なる「緩やか」な「つながり」と「気分転換」

を求めている。その一つとして、異文化や異

業種の活動を通じて、新しい発想、新しいラ

イフスタイル、新しい自分を見出すことが期

待できる。これはパラレルキャリアの実践で

もある。特にこれまで「不在市民」であった

居住地域に根を下ろし、一市民として意識し

始める 50 代男性の貢献意識の高まりに注視

すべきであろう。

さらに高齢層は、人生の仕上げ期である。

「健康」「交流」「目標」「役割」「貢献」などの

ニーズがある。これまでの知見や経験を振り

返る時間の余力はあるが、その信念が強すぎ

て時に他者との関係の中で衝突が起こること

もある。また、自分を含む家族の健康維持の

不安から 70 歳を境に活動力が下がってくる。

このような多様な市民を「参加」に導くに

は、一人ひとりの特性に応じた成長戦略を考

慮にいれたプラットフォーム方式を展開して

いくことが適切であろう。NPOは、「市民と

社会をつなぐ」と同時に、ボランティアとし

て「参加」する機会を創る社会的役割もある。

（3）行政がNPOに対して協力できること

行政も NPOも同様の問題を抱え、突破口

が求められる。先の 12 項目の必要条件（表

都市とガバナンス Vol.34

新たな公共私の連携－地域の発意に基づくソーシャル・ビジネス－

32

注：筆者作成。

図2 市民の思いや願いをくみ取ったNPOと行政との橋渡し

Copyright 2020 The Authors. Copyright 2020 Japan Municipal Research Center. All Rights Reserved.Copyright 2020 The Authors. Copyright 2020 Japan Municipal Research Center. All Rights Reserved.

都市とガバナンス_納品用.indd   32都市とガバナンス_納品用.indd   32 2020/10/16   13:20:282020/10/16   13:20:28



20-06-300　027_2-3_シリーズ-齊藤ゆか.mcd  Page 7 20/10/06 11:47  v5.51

2）のうち、行政が NPOに対して協力でき

る項目に＊を付けてみた。行政ができる具体

案として、次の例が考えられる。

1）NPO運営者が集まり、改めてボラン

ティアの意味や意義を考える研修の機

会を設定する。→②

2）市民にどんなボランティアニーズがあ

り、どんな活動を希望しているのかの

情報を収集し、提供する。→④

3）NPO事業の中でボランティアが体験

型で参加・参画できるプログラム設計

とボランティア人材を育成する→⑥⑦

4）NPO運営者とボランティアとが気軽
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ランティア双方にとっての効果を検証
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層」を発掘し、新規ボランティアの活躍の場

を提供することができる。

では、市民が NPO等にボランティアとし

て参加・参画することは、行政にとってどの

ようなメリットがあるのだろうか。一言でい

えば、「いいまち」づくりに貢献できることだ。
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学びと活動に挑戦できる」「地域の人との交

流ができる」「他愛のないおしゃべりができ

る」「頼りになる人がいる」「ちょっとした助

け合いがある」などが語られる。こうしたソ

フト面も充実すれば、確実に「地域ファン」

を増やし、「地域ブランド力」を高めることが

できる。

つまり、「いいまち」づくりに NPOが活動

力を発揮し、ボランティアに関心を持つ市民
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期でもある。多くの異質な出会いや多様な経

験を求めているため、短期の体験型ボラン

ティアが向くであろう。活動は、若年層に
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既婚・子持ちの有無によっても生活スタイル
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なる「緩やか」な「つながり」と「気分転換」
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業種の活動を通じて、新しい発想、新しいラ

イフスタイル、新しい自分を見出すことが期

待できる。これはパラレルキャリアの実践で

もある。特にこれまで「不在市民」であった

居住地域に根を下ろし、一市民として意識し
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このような多様な市民を「参加」に導くに

は、一人ひとりの特性に応じた成長戦略を考

慮にいれたプラットフォーム方式を展開して

いくことが適切であろう。NPOは、「市民と

社会をつなぐ」と同時に、ボランティアとし

て「参加」する機会を創る社会的役割もある。

（3）行政がNPOに対して協力できること

行政も NPOも同様の問題を抱え、突破口

が求められる。先の 12 項目の必要条件（表
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ビジネスの発展においては、事業収益を確保

すると同時に、有償・無償を問わない新たな

人材育成・活用を地域で組織的に行う必要性

にもっと目を向けるべきである。それは、と

りもなおさず地域及び社会・経済全体の活性

化を担う主体の醸成でもある。

このようなソーシャルな活動力は、発展・

発達のスパンを一世代（個人の一生）に限定

するのではない。過去から未来へつながるサ

スティーナブルな視点から、地域の未来を展

望することは、新たな地域人材を生かす試み

につながるだろう。
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NPO創設期からのビジョンや活動内容を再

考したり、現代的な課題に改めて向き合った

り、次なるチャレンジのステージに入ってい

くべきではないだろうか。

5 おわりに～個と組織が相互に行き交う仕

組みづくり

本稿では、ソーシャルな活動に取り組む地

域人材を参画に誘う仕組みを検討してきた。

地域人材のキータームとなるのか、「潜在的

ボランティア」（潜在層）の存在である。潜在

層は市民一人ひとりであり、組織に属さない

個の集合体である。従って、NPOや行政の

組織的な能力管理とは異なる。市民（個）の

心の支えとスモールステップが求められてい

る。それは表面にあらわれないソーシャルな

活動への理解者を増やすことを意味してい

る。では、個と組織が行き交うためには何が

必要か、最後にまとめておきたい。

まず、ボランティアに関心や意欲を持つ市

民のよき理解者であること。誰もが「生涯を

豊かに過ごしたい」という素朴な願望を持っ

ている。例えば、もっと「成長し続けたい」

「自分をいかしたい」という利己的ニーズか

ら、「自分のまちを良くしたい」「社会に貢献

したい」という利他的ニーズまで、市民の純

粋な気持ちに寄り添っているかが要となる。

そのニーズは、若年層、中年層（既婚か独身

か／子育て中か否か）、高齢層の属性によっ

ても異なるが、生きる意味への模索は年齢を

問わない。一人ひとりの日常が、実践を通じ

て豊かになることが明瞭になれば、「潜在的

ボランティア」が活動に一歩踏み出す可能性

も高まるだろう。その際、活動を躊躇する市

民には、あたたかい眼差しと声掛けが彼らの

後押しにつながる。すなわち、一人ひとりの

個性や生き方を大切にするエンパワメント支

援が重要となる。それは、ゆるやかな組織と

の交わり、ゆるやかなビジネス感覚、ゆるや

かな生き方を肯定する選択肢を認める姿勢が

今求められているのではないか。

次に、地域の未来の姿に基づく、地域人材

の育成を組織的に中長期的に行うこと。市民

が地域の魅力に気づき、地域の価値が高まれ

ば、新たな価値を創り出そうと、組織（NPO

や行政）も動き出すことが期待できる。これ

は、地域を担う新たな「人」の育ちを支える

仕組みづくりである。NPO法人等の事業運

営を行うトップランナーは容易には育たな

い。「人」を育てていくには時間がかかるの

である。まずは短期的・スポット的・イベン

ト的に「参加」ができる気軽な機会づくりと

同時に、長期的・継続的に「人」が育つ「参

画」できる仕組みと環境づくりへの転換が求

められる。その仕組みは、ソーシャルな活動

に参加・参画するプロセスにおいて、学び、

考え、実践を深めていく「学び」と「実践」

の往来活動である。われわれは地域人材の重

要性を再認識すると共に、「どうすれば人は

育つのか？」を問い続けなければならない。

最後に、個人（市民）と組織（NPO・行政）

が相互に行き交う「つなぎ」の仕組みづくり

を創出すること。その際、市民同士、あるい

は市民と NPO・行政が、お互いに学び合う

フラットで共感的な関係づくりが希求され

る。この「つなぎ」役割を果たすキーマンは、

正に人材育成や組織活性化にかかわる者（行

政及び NPO）である。従って、ソーシャル
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ビジネスの発展においては、事業収益を確保
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人材育成・活用を地域で組織的に行う必要性

にもっと目を向けるべきである。それは、と
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スティーナブルな視点から、地域の未来を展
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画」できる仕組みと環境づくりへの転換が求

められる。その仕組みは、ソーシャルな活動

に参加・参画するプロセスにおいて、学び、

考え、実践を深めていく「学び」と「実践」

の往来活動である。われわれは地域人材の重

要性を再認識すると共に、「どうすれば人は

育つのか？」を問い続けなければならない。

最後に、個人（市民）と組織（NPO・行政）

が相互に行き交う「つなぎ」の仕組みづくり

を創出すること。その際、市民同士、あるい

は市民と NPO・行政が、お互いに学び合う

フラットで共感的な関係づくりが希求され

る。この「つなぎ」役割を果たすキーマンは、

正に人材育成や組織活性化にかかわる者（行

政及び NPO）である。従って、ソーシャル

都市とガバナンス Vol.34

新たな公共私の連携－地域の発意に基づくソーシャル・ビジネス－

34

Copyright 2020 The Authors. Copyright 2020 Japan Municipal Research Center. All Rights Reserved.Copyright 2020 The Authors. Copyright 2020 Japan Municipal Research Center. All Rights Reserved.

都市とガバナンス_納品用.indd   35都市とガバナンス_納品用.indd   35 2020/10/16   13:20:282020/10/16   13:20:28


